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議案第３号 

 

   令和３年度朝霞和光資源循環組合一般会計予算 

 

 令和３年度朝霞和光資源循環組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４６，２８６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

 

  令和３年２月２日提出 

 

                朝霞和光資源循環組合管理者 松本 武洋 

 

      提 案 理 由 

 令和３年度朝霞和光資源循環組合一般会計の予算について、地方自治法第２１１条第１

項の規定により、この案を提出するものである。 

 

 -1- 



 歳　入 (単位：千円)

1 分 担 金 及 び 負 担 金 256,127

1 負 担 金 256,127

2 国 庫 支 出 金 53,356

1 国 庫 補 助 金 53,356

3 財 産 収 入 1

1 財 産 運 用 収 入 1

4 繰 越 金 2,000

1 繰 越 金 2,000

5 諸 収 入 2

1 組 合 預 金 利 子 2

6 組 合 債 534,800

1 組 合 債 534,800

846,286

 第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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 歳　出 (単位：千円)

1 議 会 費 3,368

1 議 会 費 3,368

2 総 務 費 89,744

1 総 務 管 理 費 89,458

2 監 査 委 員 費 286

3 衛 生 費 715,101

1 清 掃 費 715,101

4 公 債 費 30,072

1 公 債 費 30,072

5 諸 支 出 金 1

1 基 金 費 1

6 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

846,286

款 項 金　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第　２　表

債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　　　　　　　項

ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務

ごみ広域処理施設整備に伴う生活環境影響調査業務

-4-



期　　　　　　間 限　　　　　度　　　　　額

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託料及び消費税の合
計額

令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

ごみ広域処理施設整備に伴う生活環境影響調査業務委託料及び消
費税の合計額
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起　　　債　　　の　　　目　　　的 限　　度　　額

第　３　表

地　　方　　債

衛　生　債

広域処理施設用地取得事業 ５３４，８００

合　　　　　計 ５３４，８００

-6-



（単位：千円）

起 債 の 方 法 償　　還　　の　　方　　法利　　率

政府資金及び地方公共団体金融機構資金について
は、その融資条件により、銀行その他の場合には、
その債権者と協定した融資条件による。ただし、組
合財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若しくは低利に借り換えすること
ができる。

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年４．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れるものについ
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）
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令和３年度

朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出予算

説　明　書
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 １　総　括

    （ 歳  入 ） （単位：千円）

1 分 担 金 及 び 負 担 金 256,127 64,305 191,822

2 国 庫 支 出 金 53,356 0 53,356

3 財 産 収 入 1 0 1

4 繰 越 金 2,000 0 2,000

5 諸 収 入 2 2 0

6 組 合 債 534,800 0 534,800

846,286 64,307 781,979歳　　入　　合　　計

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
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国県支出金 地方債 その他

1 議 会 費 3,368 1,496 1,872 3,368

2 総 務 費 89,744 46,876 42,868 89,744

3 衛 生 費 715,101 11,935 703,166 53,356 534,800 126,945

4 公 債 費 30,072 0 30,072 30,072

5 諸 支 出 金 1 0 1 1

6 予 備 費 8,000 4,000 4,000 8,000

846,286 64,307 781,979 53,356 534,800 1 258,129

    ( 歳　出 )

款 前年度予算 比　較本年度予算 特　　定　　財　　源 一　般
財　源

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

歳 出 合 計
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２　歳　入

(款) 1 分担金及び負担金 (項) 1 負担金

 1 構成市負担金 256,127 64,305 191,822

256,127 64,305 191,822

(款) 2 国庫支出金 (項) 1 国庫補助金

 1 衛生費国庫補助金 53,356 0 53,356

53,356 0 53,356

(款) 3 財産収入 (項) 1 財産運用収入

 1 利子及び配当金 1 0 1

1 0 1

(款) 4 繰越金 (項) 1 繰越金

 1 繰越金 2,000 0 2,000

2,000 0 2,000

(款) 5 諸収入 (項) 1 組合預金利子

 1 組合預金利子 2 2 0

2 2 0

(款) 6 組合債 (項) 1 組合債

 1 衛生債 534,800 0 534,800

534,800 0 534,800

計

計

計

計

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
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（単位：千円）

 1 議会費負担金 3,368 　朝霞市負担金 1,684

　和光市負担金 1,684

 2 総務管理費等負担金 87,742 　朝霞市負担金 43,871

　和光市負担金 43,871

 3 清掃費負担金 126,945 　朝霞市負担金 73,394

　和光市負担金 53,551

 4 公債費負担金 30,072 　朝霞市負担金 15,036

　和光市負担金 15,036

 5 予備費負担金 8,000 　朝霞市負担金 4,000

　和光市負担金 4,000

 1 清掃費国庫補助金 53,356 　循環型社会形成推進交付金（施設建設等）

 1 利子及び配当金 1 　財政調整基金運用利子

 1 前年度繰越金 2,000 　前年度繰越金（朝霞市分） 1,000

　前年度繰越金（和光市分） 1,000

 1 預金利子 2 　歳計現金預金利子 1

　歳計外現金預金利子 1

 1 清掃債 534,800 　広域処理施設用地取得事業債

説　　　　　　明
区　　分 金　　額

節
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３　歳　出

(款) 1 議会費 (項) 1 議会費

 1 議会費 3,368 1,496 1,872 3,368

3,368 1,496 1,872 3,368

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

 1 一般管理費 89,430 46,710 42,720 89,430

目

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較
一般財源

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

-14-



（単位：千円）

 1 報酬 2,196 　議員報酬 2,196

　　議員報酬(１０人） 2,196

 3 職員手当等 513 　議員期末手当 513

 8 旅費 32 　費用弁償 32

 9 交際費 20 　議長交際費 20

10 需用費 60 　消耗品費 60

12 委託料 347 　業務委託料 347

　　会議録作成業務委託料

13 使用料及び賃借料 200 　車借上料 200

（単位：千円）

 1 報酬 684 　特別職報酬 552

　　特別職報酬（２人） 552

　非常勤職員報酬 132

　　情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（３人） 22

　　行政不服審査会委員報酬（３人） 22

　　嘱託医報酬（１人） 30

　　公務災害補償等認定委員会委員報酬（５人） 36

　　公務災害補償等審査会委員報酬（３人） 22

 2 給料 36,754 　一般職給 36,754

　　８人 36,754

 3 職員手当等 32,669 　扶養手当 1,392

　管理職手当 3,720

　地域手当 6,280

　住居手当 1,128

　通勤手当 273

　児童手当 710

　時間外勤務手当 1,060

　一般職期末手当・勤勉手当 17,977

　管理者等期末手当 129

 4 共済費 12,799 　共済組合負担金 12,516

　地方公務員災害補償基金負担金 283

 5 災害補償費 2 　公務災害見舞金 1

　公務災害補償費 1

 7 報償費 132 　謝礼 132

 8 旅費 48 　費用弁償 32

　普通旅費 16

節

区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額

説　　　　　　明
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 2 公平委員会 28 28 0 28

費

89,458 46,738 42,720 89,458

(款) 2 総務費 (項) 2 監査委員費

 1 監査委員費 286 138 148 286

286 138 148 286

(款) 3 衛生費 (項) 1 清掃費

 1 施設建設費 161,600 11,935 149,665 53,356 108,244

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他
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（単位：千円）

 9 交際費 20 　管理者交際費 20

10 需用費 1,426 　消耗品費 1,246

　燃料費 50

　修繕料 130

11 役務費 643 　通信運搬費 626

　自動車損害保険料 17

12 委託料 1,397 　業務委託料 1,397

　　コンピュータ関連機器保守委託料

　　ホームページ運用保守委託料

　　複合機保守委託料

　　人事給与システム保守委託料

13 使用料及び賃借料 2,684 　事務機器等借上料 2,675

　有料道路・駐車場等使用料 9

18 負担金、補助及び 172 　負担金及び会費 124

交付金 　　埼玉県清掃行政研究協議会負担金 15

　　研修負担金 71

　　ＥＢソフトウェア更新費負担金 38

　補助金 48

　　職員人間ドック受診助成金 48

 1 報酬 22 　委員報酬 22

　　公平委員会委員報酬（３人） 22

 8 旅費 6 　費用弁償 6

（単位：千円）

 1 報酬 228 　委員報酬 228

　　監査委員報酬（２人） 228

 8 旅費 58 　費用弁償 58

（単位：千円）

 1 報酬 530 　非常勤職員報酬 530

　　ごみ広域処理施設建設検討委員会委員報酬（１５人

　 ） 530

 8 旅費 150 　費用弁償 150

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額
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 2 用地取得費 545,430 0 545,430 534,800 10,630

 3 施設解体費 8,071 0 8,071 8,071

715,101 11,935 703,166 53,356 534,800 126,945

(款) 4 公債費 (項) 1 公債費

 1 元金 26,740 0 26,740 26,740

 2 利子 3,332 0 3,332 3,332

30,072 0 30,072 30,072

(款) 5 諸支出金 (項) 1 基金費

 1 財政調整基 1 0 1 1

金費

1 0 1 1

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　較
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（単位：千円）

10 需用費 48 　消耗品費 48

12 委託料 160,872 　業務委託料 141,688

　　ごみ広域処理施設建設用地地質調査業務委託料

　　ごみ広域処理施設建設用地土壌汚染状況調査業務委

　 託料

　　ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託料

　 (施設建設）

　　ごみ広域処理施設整備に伴う生活環境影響調査業務

　 委託料

　測量業務委託料 19,184

　　ごみ広域処理施設建設用地測量業務委託料

11 役務費 2,162 　手数料 2,162

12 委託料 7,768 　業務委託料 7,768

　　ごみ広域処理施設建設用地物件補償調査業務委託料

16 公有財産購入費 532,000 　土地購入費 532,000

　　ごみ広域処理施設建設用地購入費 532,000

21 補償・補填及び賠 3,500 　補償金 3,500

償金

12 委託料 8,071 　業務委託料 8,071

　　ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託料

　 (施設解体）

（単位：千円）

22 償還金・利子及び 26,740 　償還金 26,740

割引料 　　組合債元金償還（朝霞市分） 13,370

　　組合債元金償還（和光市分） 13,370

22 償還金・利子及び 3,332 　償還金 3,332

割引料 　　組合債利子償還（朝霞市分） 1,290

　　組合債利子償還（和光市分） 1,290

　　一時借入金利子償還金 752

（単位：千円）

24 積立金 1 　財政調整基金積立金 1

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
区　　分 金   額
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(款) 6 予備費 (項) 1 予備費

 1 予備費 8,000 4,000 4,000 8,000

8,000 4,000 4,000 8,000計

特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    
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（単位：千円）

　予備費 8,000

区　　分 金   額

節

説　　　　　　明
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１ 特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期末手当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(2.80月)

2 552 129 681 681

(2.80月)

10 2,196 513 2,709 2,709

35 912 912 912

47 3,660 642 4,302 4,302

(1.45月)

2 276 21 297 297

(1.45月)

10 1,098 80 1,178 1,178

20 418 418 418

32 1,792 101 1,893 1,893

0 276 108 384 384

0 1,098 433 1,531 1,531

15 494 494 494

15 1,868 541 2,409 2,409

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分

給　　与　　費

備考報　酬 給　料 通勤手当 計

本年度

長 等
管理者

副管理者

議 員

その他の
特 別 職

計

前年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

比 較

長 等
管理者

副管理者

議 員

その他の
特 別 職

計
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２　一般職

　⑴　総括

職員数

(人)

(0)

8

(0)

8

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

(単位：千円)

区　分

給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 36,754 31,830 68,584 12,799 81,383

前年度 18,029 15,633 33,662 6,369 40,031

比　較 18,725 16,197 34,922 6,430 41,352

　※１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の
      基礎となったものについて記載する。
　※２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　分 本　年　度 前　年　度 比　　　較

扶 養 手 当 1,392 736 656

管 理 職 手 当 3,720 1,682 2,038

地 域 手 当 6,280 3,222 3,058

住 居 手 当 1,128 402 726

通 勤 手 当 273 138 135

期 末 手 当 9,292 4,655 4,637

勤 勉 手 当 8,685 4,265 4,420

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 0

特 殊 勤 務 手 当 0

超 過 勤 務 手 当 1,060 533 527

31,830 15,633 16,197
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　⑵　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

　⑶　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

(円)

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 18,725 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 18,725 組合設立（令和2年10
月1日）による増

職 員 手 当 16,197 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 16,197 組合設立（令和2年10
月1日）による増

行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円) 375,387

令和3年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 499,601

平 均 年 齢 (歳) 45歳9か月

平 均 給 料 月 額 (円) ―

令和2年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) ―

平 均 年 齢 (歳) ―

大 学 卒 188,700 182,200

区 分 行 政 職 (円)
国 の 制 度

行　政　職

高 校 卒 154,900 150,600
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　　ウ　級別職員数

級 級

1 ― ―

1 ― ―

2 ― ―

1 ― ―

1 ― ―

2 ― ―

― ―

― ―

8 ― ―

（級別の標準的な職務内容）

　　エ　昇給

区　分
行　政　職

区分
行　政　職

３級
25.0

２級

 職員数　(人)  構成比　(％)  職員数　(人)  構成比　(％)

12.5

７級 ７級
12.5

６級 ６級
25.0

２級

１級 １級

計 計
100.0

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

令和3年1月1日

８級

令和2年1月1日

８級

５級 ５級
12.5

４級 ４級
12.5

３級

0

８号給 (人) 0

２級 １級

行政職 事務局長 次長 課長 課長補佐 係長 主任 主事 主事補

(％) ―

６号給 (人)

区　　分 行 政 職

本
 
 
年
 
 
度

職 員 数 （Ａ） (人) 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人) 8

号給数別内訳

２号給 (人) 2

４号給 (人) 6

６号給 (人)

―

８号給 (人) ―

比率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.00

前
 
 
年
 
 
度

職 員 数 （Ａ） (人) 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人) ―

号給数別内訳

２号給 (人) ―

４号給 (人) ―

比率　（Ｂ）／（Ａ）
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　　オ　期末手当・勤勉手当

（月分）

　(　)内は再任用職員の標準的な支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

※派遣元で埼玉県市町村総合事務組合に加入

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

区　分
支給期別支給率 支給率計

職制上の段階･職務
の級等による加算措

置

2.225 2.225 4.45

備　考
６月(月分) 12月(月分)

（－）
有本年度

（－） （－）

その他の加算措置等

国の制度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

2.250 2.200 4.45

備　考区　　分
20年勤続の者

支 給 対 象 地 域 朝霞市 和光市

支 給 率 （％） 15

支 給 対 象 職 員 数 （人） 8

国の指定基準に基づく支給率 （％） 12 16

区 分 全 職 種 行 政 職

給料総額に対する比率 (％)

代表的な特殊勤務手当の名称

有昨年度
（－）

－

（－）

2.200

（－）

2.20

支給対象職員の比率
(％)

(令和3年1月1日現在)
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　　ケ　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 異 持家住宅に係る支給の相違

通 勤 手 当 異 交通用具等利用者の通勤手当額
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（令和３年度に係るもの）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　項 限　　度　　額
令和２年度までの
支出額（見込額）
期　間 金　額

ごみ広域処理施設整備に伴う生活環
境影響調査業務

ごみ広域処理施設整備に伴う生活環
境影響調査業務委託料及び消費税の
合計額

ごみ広域処理施設整備基本計画策定
等業務

ごみ広域処理施設整備基本計画策定
等業務委託料及び消費税の合計額
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（単位：千円）
令和３年度以降の

支出予定額
左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般
財　源そ　の　他地　方　債期　間 金　額

令和３年度から
令和４年度まで

国県支出金

令和３年度から
令和５年度まで

限　度　額
に　同　じ

限　度　額
に　同　じ
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地方債の前々年度における現在高並びに前年度末及び
　　　　　　  当該年度における現在高の見込みに関する調書

１．普　通　債 ０ ０

区　　　　分
令 和 元 年 度 末
現     在     高

令 和 ２ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

合　　　　計 ０ ０

⑴　衛　生　債 ０ ０
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２６，７４０ ５０８，０６０

５３４，８００ ２６，７４０ ５０８，０６０

５３４，８００

（単位：千円）
本　年　度　中　の　増　減　見　込　み

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

本　年　度　中
起 債 見 込 額

本　年　度　中
元金償還見込額

５３４，８００ ２６，７４０ ５０８，０６０
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